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平成２８年度学術研究関係概算要求について 

 

 

 １．基礎研究力強化と世界最高水準の研究拠点の形成  

○ 科学研究費助成事業（科研費）       Ｈ２８概算要求額 ２，４２０億円※  

 （Ｈ２７予算額 ２，２７３億円） 

人文学・社会科学から自然科学まですべての分野にわたり、基礎から応用

までの独創的な「学術研究」を幅広く支援する。特に、新たな学問領域の創

成や異分野融合などにつながる挑戦的な研究や、新たに次代を担う研究者が

独立する基盤づくりへの支援を行うなど、科研費の改革・強化に取り組む。  

※平成２８年度助成見込額は２，４１０億円 

 

○人文学・社会科学等の振興 

人文学・社会科学等の振興を図るため、諸学の密接な連携によりブレークスルーを生

み出す共同研究、社会貢献に向けた共同研究、国際共同研究を推進するとともに、豊富

な学術資料やデータの活用等による共同利用・共同研究を行う拠点を整備する。 

・課題設定による先導的人文学・社会科学研究推進事業 Ｈ２８概算要求額 ３．９億円  

※独立行政法人日本学術振興会運営費交付金中の推計額 

（Ｈ２７予算額 ２．０億円） 

人文学・社会科学の振興を図る上で重要な３つの視点（領域の開拓、実

社会への対応、グローバルな展開）を踏まえ、諸学の密接な連携により

ブレイクスルーを生み出す共同研究、社会貢献に向けた共同研究、国際

共同研究を推進する。 

 

・特色ある共同研究拠点の整備の推進事業  Ｈ２８概算要求額 ３．１億円  

（Ｈ２７予算額 ３．０億円） 

従来にない特色ある研究分野において、優れた学術資料、研究設備等を

有する潜在的研究力の高い公私立大学の研究所等の研究資源を、大学の

枠を超えて研究者の共同利用・共同研究に活用することを通じて、研究

分野全体の研究水準の向上と異分野融合による新たな学問領域の創出を

図り、我が国の学術研究の発展を目指す。  

 

○ 研究大学強化促進事業            Ｈ２８概算要求額 ６２億円  

 （Ｈ２７予算額 ６２億円）  

世界水準の優れた研究大学群を増強するため、世界トップレベルとなるこ

とが期待できる大学等に対し、研究マネジメント人材の確保・活用と大学改

革・集中的な研究環境改革の一体的な推進を支援・促進し、我が国全体の研

究力強化を図る。 

 

資料４－２ 
科学技術・学術審議会学術分科会  

研究環境基盤部会  

（第 76 回）Ｈ27.11.27 
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○ 世界トップレベル研究拠点プログラム(ＷＰＩ)      Ｈ２８概算要求額 ９７億円  

（Ｈ２７予算額 ９６億円）  

 大学等への集中的な支援により、システム改革の導入等の自主的な取組を

促し、優れた研究環境と高い研究水準を誇る世界に｢目に見える拠点｣を構築

する。  

 

○共同利用・共同研究体制の強化・充実    Ｈ２８概算要求額 ５５７億円 

※国立大学法人運営費交付金等の内数を含む 

（Ｈ２７予算額 ３９９億円） 

＜共同利用・共同研究拠点の強化＞  

研究の卓越性を有するとともに、共同利用・共同研究機能を向上させる仕

組みを有し、かつ、組織や人材の流動性を高める内容となっていることを前

提としつつ、大学全体の機能強化に資するとともに我が国における研究のモ

デルとなるような取組を推進。 

 

＜新たな共同利用・共同研究体制の充実＞  

将来的に共同利用・共同研究拠点となり得るような先端的かつ特色ある研

究を推進する研究所等の形成・強化に資する取組や、全国的なモデルとなる

研究システムの構築を前提として、全学的研究施設（研究所・研究センター）

における取組を推進。 

 

＜大規模学術フロンティア促進事業等＞  

大 学 共 同利 用 機 関等 に お いて 実 施 され る 先 端的 な 学 術研 究 の大

型 プロ ジェク ト（大 規模 学術フ ロンテ ィア 促進事 業）に つい て、

国際的競争と協調のもと、戦略的・計画的に推進。  

 

【 大 規 模 学 術 フ ロ ン テ ィ ア 促 進 事 業 】  

・ 30ｍ 光 学 赤 外 線 望 遠 鏡（ Ｔ Ｍ Ｔ ）計 画 の 推 進 ス ー パ ー Ｂ フ ァ ク ト リ ー

に よ る 新 し い 物 理 法 則 の 探 究  

・ 日 本 語 の 歴 史 的 典 籍 の 国 際 共 同 研 究 ネ ッ ト ワ ー ク 構 築 計 画  

・ 大 型 低 温 重 力 波 望 遠 鏡 （ Ｋ Ａ Ｇ Ｒ Ａ ） 計 画 の 推 進  

・新 し い ス テ ー ジ に 向 け た 学 術 情 報 ネ ッ ト ワ ー ク（ Ｓ Ｉ Ｎ Ｅ Ｔ ）整 備  等  

 

 

 ２．科学技術イノベーション人材の育成・確保  

○卓越研究員制度の創設             Ｈ２８概算要求額 １５億円(新規)  

優れた若手研究者が産学官の研究機関から最適な場所を選んで安定かつ独立した研

究環境の下で挑戦的な研究を推進するとともに、このような新たなキャリアパスを拓く

ための制度を創設する。 
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○科学技術人材育成のコンソーシアムの構築研究者    Ｈ２８概算要求額 １３億円 

(Ｈ２７予算額 １３億円) 

複数の大学・研究機関等でコンソーシアムを形成し、企業等とも連携して、若手研究

者等の流動性を高めつつ、安定的な雇用を確保することで、キャリアアップを図るとと

もに、キャリアパスの多様化を進める仕組みを構築する大学等を支援する。 

 

○テニュアトラック普及・定着事業           Ｈ２８概算要求額 １６億円 

(Ｈ２７予算額 ２１億円) 

大学改革などの一環として、テニュアトラック制を活用し、優秀な研究者を採用する

大学等を支援する。 

 

○ポストドクター・キャリア開発事業         Ｈ２８概算要求額 １．５億円 

（Ｈ２７予算額 ４．５億円） 

ポストドクターを対象に、企業等における長期インターンシップの機会の提供等を行

う大学等を支援する。 

 

○ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ Ｈ２８概算要求額 １４億円  

                      （Ｈ２７予算額１１億円）  

  研究と出産・育児・介護等との両立や女性研究者の研究力の向上を通じた

リーダーの育成を一体的に推進するなど、研究環境のダイバーシティ実現に

関する目標・計画を掲げ、優れた取組を実施する大学等を選定し、重点支援。 

 

○研究公正推進事業            Ｈ２８概算要求額 １.３億円※  

      （Ｈ２７予算額１.２億円※）       

 「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」の

直 し 等 を 踏ま え 、資 金 配 分 機関 （ 日本 学 術 振 興会 、 科学 技 術 振 興機

構 、 日 本 医療 研 究開 発 機 構 ）の 連 携に よ り 、 研究 倫 理教 育 に 関 する

標 準 的 な プロ グ ラム や 教 材 を作 成 する と と も に、 研 究倫 理 教 育 担当

者 養 成 の ため の 講座 開 発 を 行い 、 競争 的 資 金 等に よ り行 わ れ る 研究

活 動 に 参 画す る 全て の 研 究 者に 対 して 研 究 倫 理教 育 を実 施 す る ため

の支援を行う。  

※一部「ライフサイエンスによるイノベーション創出」計上分と重複集計 

 

 

 

○ 特別研究員事業 （独立行政法人日本学術振興会） Ｈ２８概算要求額 １９７億円  

※独立行政法人日本学術振興会運営費交付金中の推計額  

  （Ｈ２７予算額 １６８億円） 

我将来の研究活動を担う創造性豊かな優れた若手研究者が、主体的に研究に専念し、

その能力を最大限に発揮できるよう研究奨励金を支給する。 

・特別研究員（ＤＣ）の拡充 4,515 人 → 4,811 人 
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・特別研究員(ＰＤ)の拡充   1,126 人  → 1,476人 

・特別研究員(ＲＰＤ)の拡充      175人  →   225人 

 

 ３．科学技術イノベーションの戦略的国際展開  

○頭脳循環を加速する戦略的国際研究ネットワーク推進事業  Ｈ２８概算要求額 ２１億円  

（Ｈ２７予算額 １９億円）  

我が国の高いポテンシャルを有する研究グループが特定の研究領域で国際

研究ネットワークを戦略的に形成することに重点を置き、海外のトップクラ

スの研究機関と研究者の派遣・受入れを行う大学等研究機関を支援する。  

 

○ 海外特別研究員事業 （独立行政法人日本学術振興会）Ｈ２８概算要求額 ２６億円 

※独立行政法人日本学術振興会運営費交付金中の推計額 

（Ｈ２７予算額  ２１億円） 

我が国の大学等研究機関に所属する常勤の研究者や博士の学位を有する者等の中から

優れた若手研究者を「海外特別研究員」として採用し、所定の資金（往復航空賃、滞在

費・研究活動費）の支給により、海外の大学等研究機関において長期間（２年間）研究

に専念できるよう支援する。 

 

○ 海外学術振興機関との協力による国際共同研究等 （独立行政法人日本学術振興会）  

Ｈ２８概算要求額 ２１億円  

※独立行政法人日本学術振興会運営費交付金中の推計額  

（Ｈ２７予算額 １９億円） 

研究者の自由な発想に基づく国際共同研究を、原則として全分野を対象に、

ピアレビューに基づく審査を経て支援する。その際、原則としてそれぞれの

国の研究者をそれぞれの国の学術振興機関が支援するマッチングファンド方

式を採用する。 

 

○ 外国人研究者招へい・ネットワーク強化（独立行政法人日本学術振興会）  

Ｈ２８概算要求額 ４７億円  

※独立行政法人日本学術振興会運営費交付金中の推計額 

（Ｈ２７予算額 ４１億円） 

研究者のキャリアステージ・目的に沿った多様なプログラムにより、優秀な外国人研

究者を効果的に我が国に招へいするとともに、日本学術振興会の招へい事業による支援

を受けた者等の組織化を図り、我が国と諸外国の研究者ネットワークの形成・維持・強

化を図る。  

 ４．「大学力」向上のための大学改革の推進等  

○ 国立大学改革の推進            Ｈ２８概算要求額 １１，５５３億円  

（Ｈ２７予算額  １１,１１３億円）  

〔うち「優先課題推進枠」１，１３５ 億円〕  
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国立大学及び大学共同利用機関が我が国の人材養成・学術研究の中核とし

て、継続的・安定的に教育研究活動を実施できるよう、基盤的経費である運

営費交付金等の充実を図るとともに、各大学等の強み・特色を活かした機能

強化への取組を重点支援することで国立大学改革を促進する。  

 

◆国立大学法人運営費交付金     Ｈ２８概算要求額 １１，３６５億円 

                〔うち「優先課題推進枠」９４７億円〕 

                 （Ｈ２７予算額 １０，９４５億円） 

 継続的・安定的に教育研究を展開しうるよう、各大学等の財政基盤をしっ

かりと支えるために必要な大学運営の基本的な経費の充実を図るとともに、

国立大学等の教育研究力の強化に資する取組について、所要の経費を確保。 

 

（ 主 な 内 容 ）  

・国 立 大 学 の 授 業 料 減 免 等 の 拡 大 （学部・修士の免除対象人数を 0.2 万増）                

３ ２ ０ 億 円 （ ３ ０ ７ 億 円 ）  

 

【 機 能 強 化 の 方 向 性 に 応 じ た 重 点 支 援 】  

・ 国 立 大 学 法 人 運 営 費 交 付 金 の 中 に ３ つ の 重 点 支 援 の 枠 組 み を 新 設

し 、 各 大 学 の 機 能 強 化 の 方 向 性 に 応 じ た 取 組 を き め 細 か く 支 援 。  

ま た 、大 学 共 同 利 用 機 関 法 人 に つ い て も 、特 性 に 応 じ た ３ つ の 重 点

支 援 の 枠 組 み を 新 設 し 、大 学 全 体 を 俯 瞰 し 、関 連 分 野 を は じ め と す

る 学 術 研 究 全 般 の 研 究 機 能 を 更 に 強 化 す る 取 組 を 支 援  

４ ０ ４ 億 円 （  新 規 ）  

（ 国 立 大 学 法 人 ）  

重 点 支 援 ① ： 地 域 の ニ ー ズ に 応 え る 人 材 育 成 ・ 研 究 を 推 進  

重 点 支 援 ② ： 分 野 毎 の 優 れ た 教 育 研 究 拠 点 や ネ ッ ト ワ ー ク の 形 成

を 推 進  

重 点 支 援 ③ ： 世 界 ト ッ プ 大 学 と 伍 し て 卓 越 し た 教 育 研 究 を 推 進  

 

（ 大 学 共 同 利 用 機 関 法 人 ）  

重 点 支 援 ①：国際協力・国際共同研究などにより先導的なモデルとなる研  

究システムの創出につながる研究力強化の取組を推進 

重 点 支 援 ② ： 大学の枠を越えた研究拠点を形成・強化する取組を推進  

重 点 支 援 ③ ： 大学全体を支える研究環境基盤を構築・強化する取組を推進  

 

【共同利用・共同研究体制の強化・充実】 

・国 立 大 学 に 共 通 す る 課 題 等 に 関 す る 重 点 支 援 の 枠 組 み に お い て「 共

同 利 用・共 同 研 究 拠 点 の 機 能 強 化 」が 位 置 付 け ら れ て い る こ と を 踏

ま え 、共 同 利 用・共 同 研 究 機 能 の 向 上 に 資 す る 以 下 の ３ つ の 観 点 に

資 す る 取 組 を 支 援 。  

重 点 支 援 ① ： 卓 越 し た 成 果 を 創 出 し て い る 国 内 外 の 研 究 機 関 等 と
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連 携 し て 、 国 際 的 に 顕 著 な 成 果 を 創 出 す る た め の 活

動  

重 点 支 援 ② ： 組 織 ・ 機 関 間 で 効 果 的 な ネ ッ ト ワ ー ク を 形 成 し 、 新

た な 学 問 分 野 の 創 成 や イ ノ ベ ー シ ョ ン の 創 出 に 資 す

る 活 動  

重 点 支 援 ③ ： 国 内 外 の 研 究 組 織 と 連 携 し て 、 特 定 の 研 究 環 境 基 盤

の 構 築 ・ 強 化 に 資 す る 活 動  

ま た 、将 来 的 に 共 同 利 用 ・ 共 同 研 究 拠 点 と な り 得 る よ う な 先 端 的

か つ 特 色 あ る 研 究 を 推 進 す る 研 究 所 等 の 形 成・強 化 に 資 す る 取 組 な

ど 、 附 置 研 究 所 や 研 究 セ ン タ ー 等 に お け る 取 組 に つ い て 支 援 。  

併 せ て 、学 術 研 究 の 大 型 プ ロ ジ ェ ク ト に つ い て も 、国 際 的 競 争 と

協 調 の も と 、 戦 略 的 ・ 計 画 的 に 推 進 。  

３ ８ ８ 億 円 （ ３ ０ ５ 億 円 ）  

 

 

◆国立大学経営力強化促進事業    Ｈ２８概算要求額 １８８億円 

                   （Ｈ２７予算額 １６８億円） 

 「国立大学経営力戦略」（平成 27 年 6 月 16 日文部科学省）に基づき、

国立大学の自己変革を進め、新陳代謝を図るため、意欲と能力のある教

員がより高いパフォーマンスを発揮する環境整備や経営を支える人材等

の育成・確保等を推進し、国立大学の経営力の強化を促進。  

 

○ 国立大学法人等施設整備費              Ｈ２８概算要求額  ６４３億円 

（うち復興特別会計 ８億円） 

[他に  、財政融資資金３７９億円（前年度４１１億円） ] 

（Ｈ２７予算額 ５２６億円） 

次 期 国 立 大 学 法 人 等 施 設 整 備 ５ か 年 計 画 策 定 に 向 け た 検 討 の 状 況

を踏まえ、著しく進行する国立大学等施設の老朽化に対し、安全・安

心な教育研究環境の基盤の長寿命化や耐震化を図りつつ、国立大学法

人等の機能強化等へ対応するため、最先端研究施設の整備や附属病院

の再開発整備など、計画的・重点的な施設整備を推進する。  

 

 

○ 私立大学等経常費補助            Ｈ２８概算要求額  ３，２７５億円 

〔うち「優先課題推進枠」１６２億円〕 

〔復興特別会計１８億円〕   

    （Ｈ２７予算額 ３，１５３億円） 

建 学 の 精 神 や 特 色 を 生 か し た 私 立 大 学 等 の 教 育 研 究 活 動 を 支 援 す

るための基盤的経費の充実を図るとともに、被災地にある大学の安定

的教育環境の整備や授業料減免等への支援を実施。  
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○私立学校施設・設備の整備の推進   H２８概算要求額  ５２３億円  

〔うち「優先課題推進枠」４７９億円 〕  

（平成２７年度予算額：  ９２億円）  

（ 内 訳 ）  

私 立 学 校 施 設 整 備 費 補 助 金（ 他 局 計 上 分 含 む ） ４ ６ ７ 億 円（  ４ ６ 億 円 ） 

私 立 大 学 等 研 究 設 備 整 備 費 等 補 助 金           ４ ０ 億 円（   ３ ０ 億 円 ） 

私 立 学 校 施 設 高 度 化 推 進 事 業 費 補 助 金     １ ６ 億 円 （   １ ６ 億 円 ） 

他 に 財 政 融 資 資 金             ８ ６ ５ 億 円 （  ３ ６ ７ 億 円 ） 

 

  教育・研究装置等の整備               ９４億円  

・教育及び研究のための装置・設備の高機能化等を支援。  

・私立大学等改革総合支援事業  

教育の質的転換等の改革に全学的・組織的に取り組む私立大学

等に対して重点的に支援。  

・私立大学研究ブランディング事業  

学長のリーダーシップの下、優先課題として全学的な独自色を

大きく打ち出す研究に取り組む私立大学に対し、経常費・設備

費・施設費を一体として重点的に支援。  

  耐震化の促進                   ４２９億円  

学校施設の耐震化等防災機能強化を更に促進するため、校舎等の

耐震改築（建替え）事業及び耐震補強事業の防災機能強化のため

の整備等を重点的に支援。  

※他に、施設整備等に係る日本私立学校振興・共済事業団融資事業

（貸付見込額）                １，１４８億円  

 


